
甲 第 ７ ６ 号 議 案 

   岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 岡山市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第６号中「第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条において準用する

場合を含む。）」を加える。 

 第１２条第２項第４号及び第１３条第１項第５号中「第２８条」を「第２９条」に改め

る。 

 第１６条の２中「又は情報提供者」を「若しくは情報提供者又は同条第８号に規定する

条例事務関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者」に改め，「第２項」の次に 

「（これらの規定を番号法第２６条において準用する場合を含む。）」を加える。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に

伴い，情報提供等記録に関する規定を改める等のため，本条例の一部を改正しようとする

ものである。 



甲 第 ７ ７ 号 議 案 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年市条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第２項第１号中「定めて任用される職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２８条の４第１項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員を除く。）」を加え，同項第２号中「非常勤職

員」の次に「（地方公務員法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項の規定により採

用された職員を除く。）」を加え，同項第３号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削

る。 

 第１１条第１号中「定めて任用される職員」の次に「（地方公務員法第２８条の４第１

項，第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された

職員を除く。）」を加え，同条第２号中「非常勤職員」の次に「（地方公務員法第２８条

の５第１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された職員を除く。）」を加える。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 



提案理由 

 公益的法人等への再任用職員の派遣を可能とし，柔軟な人員配置を行うため，本条例の

一部を改正しようとするものである。 



甲 第 ７ ８ 号 議 案 

   岡山市職員の給与に関する条例及び岡山市立の小学校及び中学校の教育職員

の給与等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市職員の給与に関する条例及び岡山市立の小学校及び中学校の教育職員の給与等に

関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市職員の給与に関する条例及び岡山市立の小学校及び中学校の教育職員 

の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 （岡山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 岡山市職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

  附則第１２項中「，給与からの控除，昇給の基準，復職時における号給の調整及び退

職手当」を「及び給与からの控除」に改める。 

 （岡山市立の小学校及び中学校の教育職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 岡山市立の小学校及び中学校の教育職員の給与等に関する条例（平成２８年市条

例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「，給与からの控除，昇給の基準，復職時における号給の調整及び退職

手当」を「及び給与からの控除」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行し，第１条の規定による改正後の岡山市職員の給与に関

する条例の規定及び第２条の規定による改正後の岡山市立の小学校及び中学校の教育職員 

の給与等に関する条例の規定は，平成２９年４月１日から適用する。 

 



 

提案理由 

 岡山県から給与負担等が移譲された岡山市立の小学校及び中学校の教育職員等の勤務条

件に係る経過措置を改めるため，関係条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 ７ ９ 号 議 案 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正 

する条例 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年市条例第３

６号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「就任し，又は退職し，失職し，若しくは死亡した」を「，月の中途に

おいて，就任し，退職し，失職し，又は死亡した」に改め，同条に次の１項を加える。 

３ 前２項の規定にかかわらず，月額による報酬を受ける嘱託員（別に定める嘱託員を除

く。第７条の２において同じ。）が，月の中途において，就任し，退職し，失職し，又

は育児休業を開始し，若しくは育児休業から職務に復帰したときは日割計算により，死

亡したときはその月分の全額を支給する。 

第７条の次に次の１条を加える。 

第７条の２ 月額による報酬を受ける嘱託員が勤務時間に勤務しないときは，勤務しない

ことにつき特に承認のあつた場合を除き，その勤務しない１時間につき報酬の月額に１

２を乗じて得た額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める時間

を減じたもので除して得た額を減額した報酬を支給する。 

   附 則 

 この条例は，平成２９年７月１日から施行する。 



 

 

提案理由 

嘱託員の報酬について，勤務日数に応じた日割計算等を導入するため，本条例の一部を

改正しようとするものである。 



甲 第 ８ ０ 号 議 案 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市市税条例等の一部を改正する条例 

 （岡山市市税条例の一部改正） 

第１条 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第２４条第４項中「第２６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後におい

て」を「特定配当等申告書（」に，「もの及びその時までに提出された第２６条の３第

１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ」に，

「これらの申告書」を「特定配当等申告書」に改め，同項に次のただし書及び各号を加

える。 

ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，この項の規定

を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第２６条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第２６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

第２４条第６項中「第２６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限後におい

て」を「特定株式等譲渡所得金額申告書（」に，「もの及びその時までに提出された第

２６条の３第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ」に，「これらの申告書」を「特定株式等譲渡所得金額申告書」に改め，同項

に次のただし書及び各号を加える。 



ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，この項の規定

を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第２６条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第２６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。） 

第２４条の４第１項中「１００分の６」を「１００分の８」に改める。 

 第２４条の５各号中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。 

第２４条の８第１項中「第２４条第４項の申告書」を「第２４条第４項に規定する特

定配当等申告書」に，「同条第６項の申告書」を「同条第６項に規定する特定株式等譲

渡所得金額申告書」に，「法第２章第１節第６款」を「同節第６款」に改める。 

第２９条の８第１項中「によつて」を「により」に改め，同条第２項中「において 

は」を「には」に改め，同条第３項中「においては」を「には」に改め，「とする」の

次に「。第５項第１号において同じ」を加え，「によつて」を「により」に改め，同条

第５項中「については」の次に「，前項の規定にかかわらず」を加え，同条第６項及び

第７項中「によつて」を「により」に改める。 

第２９条の１２第１項中「においては」を「には」に，「によつて」を「により」に

改め，同条第２項中「とする」の次に「。第４項第１号において同じ」を加え，同条第

４項中「法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項において「修正申告

書」という。）の提出」を「納付すべき税額を増加させる更正（これに類するものを含

む。以下この項において「増額更正」という。）」に，「（当該修正申告書」を「（当

該増額更正」に，「同条第１項」を「法第３２１条の８第１項」に，「修正申告書が提

出された」を「増額更正があつた」に，「修正申告書の提出」を「増額更正」に改め，

「については」の次に「，前項の規定にかかわらず」を加え，「が提出した修正申告書

に係る」を「についてされた当該増額更正により納付すべき」に，「第４８条の１５の

５第３項」を「第４８条の１５の５第４項」に改め，同項第２号中「修正申告書に係る

更正」を「増額更正」に，「まで」を「（法人税に係る修正申告書を提出し，又は法人

税に係る更正若しくは決定がされたことによる更正に係るものにあつては，当該修正申



告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日）まで」に改め

る。 

第３１条第２項第１号中「又は名称，住所若しくは居所又は事務所若しくは事業所の

所在地及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。）又は法人番号」を「及び住所又は

居所（法人にあつては，名称，事務所又は事業所の所在地及び法人番号）」に改める。          

第３７条の２第８項中「，法第３４９条の４又は法第３４９条の５」を「又は第３４

９条の３の４から第３４９条の５まで」に，「前７項」を「前各項」に改め，同条の次

に次の１条を加える。  

（法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第３７条の３ 法第３４９条の３第２８項に規定する条例で定める割合は，２分の１と

する。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

第３９条の２の見出し及び同条第１項中「第１５条の３第２項」を「第１５条の３第

３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項」に改め，同項第３号中「の区分所有者

全員の共有に属する共用部分」を削る。 

第３９条の３の見出し中「あん分」を「按
あん

分」に改め，同条第１項中「あん分の」を

「按
あん

分の」に改め，同項第５号中「同項」を「法第３５２条の２第１項」に，「あん分 

する」を「按分する」に改め，同条第２項中「あん分の」を「按分の」に，「以後３ 

年」を「から起算して３年」に改め，「各年度」の次に「とし，法第３４９条の３の３

第１項に規定する被災市街地復興推進地域（第５２条の２において「被災市街地復興推

進地域」という。）が定められた場合（避難の指示等が行われた場合において，避難等

解除日の属する年が被災年の翌年以後の年であるときを除く。第５２条の２において同

じ。）には，当該被災年度の翌年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する

日を賦課期日とする年度までの各年度とする。」を加え，同項第６号中「あん分する」

を「按分する」に改め，同条第３項中「あん分」を「按分」に改める。 

第５２条の２第１項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め，「各年度」の次



に「とし，被災市街地復興推進地域が定められた場合には，当該被災年度の翌年度から

被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの各年度と

する。」を加え，同条第２項中「以後３年」を「から起算して３年」に改め，「各年度

分」の次に「とし，被災市街地復興推進地域が定められた場合には，当該被災年度の翌

年度から被災年の１月１日から起算して４年を経過する日を賦課期日とする年度までの

各年度分とする。」を加える。 

第１１３条第２項第１号中「個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号にお

いて同じ。）又は」を削り，「同条第１５項」を「行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第２条第１５項」に改め，「個人番号又は」を削

る。 

附則第３条の３第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附則第６条第１項中「平成３０年度」を「平成３３年度」に改める。 

附則第９条第１項を次のように改める。 

法附則第１５条から第１５条の３の２までの規定の適用がある各年度分の固定資産

税に限り，第３７条の２第８項中「又は第３４９条の３の４から第３４９条の５ま 

で」とあるのは，「若しくは第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は法附則

第１５条から第１５条の３の２まで」とする。 

附則第９条の２の２中第１５項を削り，第１６項を第１５項とし，第１７項を第１６

項とし，同条に次の２項を加える。 

１７ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は，３分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第４５項に規定する条例で定める割合は，３分の２とする。 

附則第９条の３第１項中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６項」に改

め，同条第２項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め，同項

第４号中「附則第１２条第２８項」を「附則第１２条第３０項」に改め，同項第６号中

「附則第１２条第２９項」を「附則第１２条第３１項」に改め，同条第３項中「附則第

７条第９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め，同項第５号中「附則第１２条

第３６項」を「附則第１２条第３８項」に改め，同条第４項中「附則第７条第２項」を



「附則第７条第３項」に改め，同条第５項中「に施行規則附則第７条第１１項」を「に

施行規則附則第７条第１４項」に，「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２６

項」に改め，同項第５号中「附則第７条第１１項」を「附則第７条第１４項」に改め，

同項を同条第７項とし，同条第４項の次に次の２項を加える。 

５ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について，同項の

規定の適用を受けようとする者は，当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１

１項各号に規定する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人

番号を有しない者にあつては，住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在，家屋番号，種類，構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には，３月

以内に提出することができなかつた理由 

６ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項

に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について，これらの規定の適用を受けよ

うとする者は，法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した

日から３月以内に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項

各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人

番号を有しない者にあつては，住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在，家屋番号，種類，床面積及び人の居住の用に供する部分の床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３８項に規定する補助金

等 



(6) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には，３月以内に提出することができなかつた理由 

附則第１７条の２第３項中「次項」を「以下この条（第５項を除く。）」に改め，同

条に次の３項を加える。 

５ 法附則第３０条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第６

３条の規定の適用については，当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税

に限り，当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り，第２項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

６ 法附則第３０条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第６

３条の規定の適用については，当該軽自動車が平成２９年４月１日から平成３０年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税

に限り，当該軽自動車が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には平成３１年度分の軽自動車税に限り，第３項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

７ 法附則第３０条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く。）に対する第６３条の規定の適用については，当該軽自

動車が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には平成３０年度分の軽自動車税に限り，当該軽自動車が平成３０年４月

１日から平成３１年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成３

１年度分の軽自動車税に限り，第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１７条の３を次のように改める。 

（軽自動車税の賦課徴収の特例） 

第１７条の３ 市長は，軽自動車税の賦課徴収に関し，３輪以上の軽自動車が前条第２



項から第７項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判

断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土

交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は，納付すべき軽自動車税の額について不足額があることを第６４条第２項の

納期限（納期限の延長があつたときは，その延長された納期限）後において知つた場

合において，当該事実が生じた原因が，国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽り

その他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供

した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこと

を事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるもの

であるときは，当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不

足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして，軽自動車税に関する規定（第６

５条及び第６６条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の額は，同項の不足額

に，これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

４ 第２項の規定の適用がある場合における第１１条の規定の適用については，同条中

「納期限（」とあるのは，「納期限（附則第１７条の３第２項の規定の適用がないも

のとした場合の当該３輪以上の軽自動車の所有者についての軽自動車税の納期限とし，

当該」とする。 

附則第１８条第１項中「１００分の３」を「１００分の４」に改め，同条第２項中 

「申告書」を「特定配当等申告書」に改め，「提出した場合」の次に「（次に掲げる場

合を除く。）」を加え，「第２４条第１項」を「同条第１項」に改め，同項に次の各号

を加える。 

  (1) 第２４条第４項ただし書の規定の適用がある場合 

   (2) 第２４条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２号に掲げる申告書がいずれも

提出された場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，

前項の規定を適用しないことが適当であると市長が認めるとき。 

附則第１９条第１項第１号中「１００分の７．２」を「１００分の９．６」に改める。  

附則第２０条第１項中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。       



附則第２０条の２第１項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に，「附則第３４条

の２第４項」を「附則第３４条の２第１項」に，「除く。以下この条」を「除く。次

項」に，「同項の」を「前条第１項の」に，「応じ」を「応じ，」に改め，同項第１

号中「１００分の２．４」を「１００分の３．２」に改め，同項第２号アを次のよう

に改める。 

   ア ６４０，０００円 

附則第２０条の２第１項第２号イ中「１００分の３」を「１００分の４」に改め，同 

条第２項中「平成２９年度」を「平成３２年度」に，「附則第３４条の２第９項」を 

「附則第３４条の２第１０項」に，「場合においては」を「ときは」に改める。 

 附則第２０条の３第１項第１号中「１００分の２．４」を「１００分の３．２」に改

め，同項第２号アを次のように改める。 

   ア １，９２０，０００円 

  附則第２０条の３第１項第２号イ中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。 

附則第２１条第１項中「１００分の５．４」を「１００分の７．２」に改め，同条第

３項中「１００分の５．４」を「１００分の７．２」に，「１００分の３」を「１００

分の４」に改める。 

 附則第２２条第１項，第２２条の２第１項及び第２３条第１項中「１００分の３」を

「１００分の４」に改める。                          

附則第２３条の２第１項及び第３項中「１００分の３」を「１００分の４」に改め，

同条第４項中「第２６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限までに提出され

たもの及びその提出期限後において」を「特例適用配当等申告書（」に，「ものに限り，

その時までに提出された第２６条の３第１項に規定する確定申告書を含む」を「次に掲

げる申告書をいう。以下この項において同じ」に，「これらの申告書」を「特例適用配

当等申告書」に改め，同項に次のただし書及び各号を加える。 

   ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，同項後段の規

定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第２６条の２第１項の規定による申告書 



(2) 第２６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。）    

  附則第２３条の３第１項及び第３項中「５分の３」を「５分の４」に，「１００分の

３」を「１００分の４」に改め，同条第４項中「第２６条の２第１項の規定による申告

書（その提出期限後において」を「条約適用配当等申告書（」に，「もの及びその時ま

でに提出された第２６条の３第１項の確定申告書を含む」を「次に掲げる申告書をいう。

以下この項において同じ」に，「これらの申告書」を「条約適用配当等申告書」に改め，

同項に次のただし書及び各号を加える。 

ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，同項後段の規

定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第２６条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第２６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限る。）     

附則第２３条の３第６項中「第２６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限

後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに

提出された第２６条の３第１項の確定申告書を含む。）」を「同条第４項に規定する条

約適用配当等申告書」に，「これらの申告書」を「条約適用配当等申告書」に改める。 

第２条 岡山市市税条例の一部を次のように改正する。 

  附則第１７条の３を次のように改める。 

 第１７条の３ 削除 

（岡山市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 岡山市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年市条例第１０２号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第２０項の表新条例附則第１７条の２第１項の表以外の部分の項中「附則第１９

項」を「附則第２０項」に改め，同表新条例附則第１７条の２第１項の表第６３条第２

号の項の項の左欄及び中欄中「第６３条第２号」を「第２号」に改め，同項中「附則第

１９項」を「附則第２０項」に改める。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第１条中岡山市市税条例第２４条の４第１項及び第２４条の５各号の改正規定並び

に附則第１８条第１項，第１９条第１項第１号，第２０条第１項，第２０条の２第１

項各号，第２０条の３第１項各号，第２１条第１項及び第３項，第２２条第１項，第

２２条の２第１項，第２３条第１項，第２３条の２第１項及び第３項並びに第２３条

の３第１項及び第３項の改正規定並びに附則第３項の規定 平成３０年１月１日 

(2) 第１条中岡山市市税条例附則第３条の３第１項の改正規定及び附則第４項の規定 

平成３１年１月１日 

(3) 第２条の規定 平成３１年１０月１日 

(4) 第１条中岡山市市税条例附則第９条の２の２に２項を加える改正規定（同条第１８

項に係る部分に限る。） この条例の公布の日又は都市緑地法等の一部を改正する法

律（平成２９年法律第２６号）の施行の日のいずれか遅い日 

（市民税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き，この条例による改正後の岡山市市税条例（以下「新条

例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は，平成２９年度以後の年度分の個

人の市民税について適用し，平成２８年度分までの個人の市民税については，なお従前

の例による。 

３ 附則第１項第１号に掲げる規定による改正後の岡山市市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は，平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成２９

年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

４ 附則第１項第２号に掲げる規定による改正後の岡山市市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は，平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成３０

年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

５ 新条例第２９条の８第３項及び第５項並びに第２９条の１２第２項及び第４項の規定

は，平成２９年１月１日以後に新条例第２９条の８第３項又は第２９条の１２第２項に



規定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

６ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成２９

年度以後の年度分の固定資産税について適用し，平成２８年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

７ 新条例第３７条の２第８項及び附則第９条第１項（地方税法及び航空機燃料譲与税法

の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号。第９項及び第１２項において「改正 

法」という。）による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この項にお

いて「新法」という。）第３４９条の３の４に係る部分に限る。）の規定は，平成２８

年４月１日以後に発生した新法第３４９条の３の３第１項に規定する震災等（第９項に

おいて「震災等」という。）に係る新法第３４９条の３の４に規定する償却資産に対し

て課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例第３７条の３の規定は，平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用

し，平成２９年度分までの固定資産税については，なお従前の例による。 

９ 新条例第３９条の３第２項及び第５２条の２の規定は，平成２８年４月１日以後に発

生した震災等により滅失し，又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に対して

課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し，同日前に発生した改正

法による改正前の地方税法（次項において「旧法」という。）第３４９条の３の３第１

項に規定する震災等により滅失し，又は損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地に

対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

１０ 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附

則第１５条第４０項に規定する機器に対して課する固定資産税については，なお従前の

例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

１１ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中軽自動車税に関する部分は，平成２

９年度以後の年度分の軽自動車税について適用し，平成２８年度分までの軽自動車税に

ついては，なお従前の例による。 

１２ 市長は，納付すべき軽自動車税（平成２８年度以前の年度分のものに限る。）の額



について不足額があることを岡山市市税条例第６４条第２項の納期限（納期限の延長が

あったときは，その延長された納期限）後において知った場合において，当該事実が生

じた原因が当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者以外の者（以下この項及び次

項において「第三者」という。）にあるときは，地方税法第１３条第１項の規定による

告知をする前に，当該第三者（当該第三者と改正法附則第１８条第２項に規定する特別

の関係のある者を含む。以下この項及び次項において同じ。）に対し，当該不足額に係

る軽自動車税の納付を申し出る機会を与えることができるものとし，当該申出の機会を

与えられた第三者が当該申出をしたときは，当該第三者を賦課期日現在における当該不

足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして，軽自動車税に関する規定（岡山市

市税条例第６５条及び第６６条の規定を除く。）を適用する。 

１３ 前項の規定による申出をした第三者は，当該申出を撤回することができない。 

（都市計画税に関する経過措置） 

１４ 新条例の規定中都市計画税に関する部分は，平成２９年度以後の年度分の都市計画

税について適用し，平成２８年度分までの都市計画税については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い，企業主導型保育事業に係る固定資産税等の課税標準の特例

の割合を定めることその他所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとするも

のである。 



甲 第 ８ １ 号 議 案 

   岡山市過疎地域に係る固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 岡山市過疎地域に係る固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市過疎地域に係る固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

岡山市過疎地域に係る固定資産税の特例に関する条例（平成１８年市条例第７５号）の 

一部を次のように改正する。 

第１条中「情報通信技術利用事業」を「農林水産物等販売業」に改める。 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 改正後の岡山市過疎地域に係る固定資産税の特例に関する条例は，平成２９年４月１

日以後に取得する家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（以下「固定資 

産」という。）に対して課する固定資産税について適用し，同日前に取得した固定資産

に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

過疎地域自立促進特別措置法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一

部を改正しようとするものである。 

 



 

 

甲 第 ８ ２ 号 議 案 

   岡山市消費者教育推進地域協議会設置条例の制定について 

 岡山市消費者教育推進地域協議会設置条例を次のように制定するものとする。 

平成２９年 ６ 月 ８  日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市消費者教育推進地域協議会設置条例 

（設置） 

第１条 本市の区域における消費者教育（消費者教育の推進に関する法律（平成２４年法

律第６１号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する消費者教育をいう。以下同

じ。）を推進するため，法第２０条第１項の規定に基づき，岡山市消費者教育推進地域

協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会の所掌事務は，次のとおりとする。  

(1) 本市の区域における消費者教育の総合的，体系的かつ効果的な推進に関して協議会

の委員相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

(2) 岡山市消費者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。  

(3) 前２号に掲げるもののほか，消費者教育の推進に関し，市長が必要と認める事務 

（組織）  

第３条 協議会は，委員１２人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

(1) 消費者及び消費者団体に属する者 

(2) 事業者及び事業者団体に属する者 

(3) 学識経験を有する者 



 

 

(4) 教育関係者 

(5) その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

４ 委員の任期が満了したときは，当該委員は，後任者が委嘱され，又は任命されるまで

引き続きその職務を行うものとする。 

（会長等） 

第５条 協議会に，会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。  

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務

を代理する。 

（会議等）  

第６条 協議会の会議は，会長が必要に応じて招集し，会長が議長となる。 

２ 協議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決

するところによる。 

４ 会長は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，協議会が定め，

その他必要な事項については，市長が別に定める。 

附 則 

この条例は，平成２９年７月１日から施行する。 

 

提案理由 

消費者教育の推進に関する法律の規定に基づき，岡山市消費者教育推進地域協議会を設

置するため，本条例を制定しようとするものである。 



甲 第 ８ ３ 号 議 案 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す   

る条例の一部を改正する条例 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例（平

成２７年市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「別表第１備考３」を「別表第１備考４」に，「別表第２備考４」を

「別表第２備考５」に改める。 

 別表第１備考１中「及び附則第４５条」を「，附則第７条の２第４項及び第５項，附則

第７条の３第２項並びに附則第４５条」に改め，同表備考６中「備考５」を「備考６」に

改め，同表中備考６を備考７とし，同表備考５中「備考６」を「備考７」に改め，同表中

備考５を備考６とし，同表備考４中「備考２」の次に「及び備考３」を加え，同表中備考

４を備考５とし，同表備考３第１号中「に備考５の規定を適用して得た額」を削り，同表

中備考３を備考４とし，同表備考２中「Ｂ階層又は」を削り，同表備考２第１号中「（子

ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条の２第１項に規定する

特定被監護者等をいう。以下同じ。）」及び「に備考５の規定を適用して得た額」を削り，

同表中備考２を備考３とし，同表備考１の次に次のように加える。 

  ２ 支給認定子どもの属する世帯がＢ階層に該当する場合において，支給認定保護者

に係る特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３



号）第１４条の２第１項に規定する特定被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以

上いるときは，それらのうち年齢の高い順から数えて２人目以降の特定被監護者等

である支給認定子どもに係る利用者負担額は，０円とする。 

別表第２備考２中「及び附則第４５条」を「，附則第７条の２第４項及び第５項，附則

第７条の３第２項並びに附則第４５条」に改め，同表中備考６を備考７とし，同表備考５

中「備考３及び備考４」を「備考３から備考５まで」に，「別表第１備考４各号」を「別

表第１備考５各号」に改め，同表備考５第３号中「相当する額」の次に「。ただし，年齢

が３歳未満の支給認定子どもに係る利用者負担額は９，０００円を限度とし，年齢が３歳

以上の支給認定子どもに係る利用者負担額は６，０００円を限度とする。」を加え，同表

中備考５を備考６とし，備考４を備考５とし，同表備考３中「Ｂ階層及び」を削り，同表

中備考３を備考４とし，備考２の次に次のように加える。 

 ３ 支給認定子どもの属する世帯がＢ階層に該当する場合において，支給認定保護者

に係る特定被監護者等が２人以上いるときは，それらのうち年齢の高い順から数え

て２人目以降の特定被監護者等である支給認定子どもに係る利用者負担額は，０円

とする。 

   附 則 

１ この条例は，平成２９年７月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日か

ら施行する。 

２ 利用者負担額の決定及び通知その他の準備行為は，この条例の施行の日前においても，

行うことができる。 

３ 改正後の岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す

る条例は，平成２９年４月以後の月分の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等

の利用に関し，支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用について適用し，平成

２９年３月分までの支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用については，なお

従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず，改正後の別表第１備考１及び別表第２備考２の規定は，平

成２９年９月以後の月分の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用に関し，

支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用について適用し，平成２９年８月分ま



での支給認定保護者又は扶養義務者から徴収する費用については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 子ども・子育て支援法施行令及び子ども・子育て支援法施行規則の一部改正に伴い，低

所得世帯，ひとり親世帯等に係る利用者負担の軽減を図る等のため，本条例の一部を改正

しようとするものである。 



甲 第 ８ ４ 号 議 案 

岡山市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

岡山市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。 

平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

 岡山市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成６年市条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 

 第４５条の２第１項中「次条各号」を「第４５条の３各号」に改め，「３０日間」の次

に「，市長が指定する場所において」を加え，同条の次に次の１条を加える。 

（非常災害に係る縦覧期間の特例） 

第４５条の２の２ 市長が法第９条の３の２第１項の同意に係る一般廃棄物処理施設を設

置しようとする場合における前条第１項の規定の適用については，同項中「３０日間」

とあるのは「３０日以内で非常災害の状況を勘案してなお市長が必要と認める期間」と

する。 

 第４５条の４の次に次の１条を加える。 

（委託を受けた者による生活環境影響調査結果の縦覧等） 

第４５条の５ 第４５条の２，第４５条の３及び前条の規定は，法第９条の３の３第１項

の規定による届出について準用する。この場合において，第４５条の２第１項中「市長

は」とあるのは「非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者は」と，「第９

条の３第８項」とあるのは「第９条の３の３第３項において読み替えて準用する第９条

の３第８項」と，「市長が実施した」とあるのは「非常災害により生じた廃棄物の処分



の委託を受けた者が実施した」と，「告示」とあるのは「公表」と，「３０日間」とあ

るのは「３０日以内で非常災害の状況を勘案してなお市長が必要と認める期間」と，

「市長が指定する場所」とあるのは「当該施設の設置の場所（当該施設の設置の場所に

備え置くことが困難である場合にあっては当該施設の設置者の最寄りの事務所）」と，

同条第２項及び前条各号列記以外の部分中「市長」とあるのは「非常災害により生じた

廃棄物の処分の委託を受けた者」と，同条中「第９条の３第２項」とあるのは「第９条

の３の３第２項」と，「告示」とあるのは「インターネットの利用その他の適切な方法

により公表」と読み替えるものとする。 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い，非常災害により生ずる廃棄物の

処分を行う一般廃棄物処理施設の設置に係る手続を定める等のため，本条例の一部を改正

しようとするものである。 



甲 第 ８ ５ 号 議 案 

岡山市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

                                        

岡山市条例第   号 

岡山市公園条例の一部を改正する条例 

岡山市公園条例（昭和３５年市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１第１項の表厳井東公園の項中「厳井東公園」を「巌井東公園」に改め，同表第 

１項の表厳井西公園の項中「厳井西公園」を「巌井西公園」に改め，同表第１項の表伊島 

栄ヶ崎公園の項中「伊島三丁目」を「伊島町三丁目」に改め，同表第１０項の表西川緑道 

公園の項中「市道西川線緑地帯」を「岡山市北区南方二丁目～北区中央町」に改める。 

別表第２第１項の表に次のように加える。 

健康みつ２１公園 多目的広場 

別表第５第１２項の表に次のように加える。 

健康みつ２１公園多目的 

広場 

専用使用 １日につき ２，４６４円 

その他の使用 １時間につき ３０８円 

別表第７に次のように加える。 

健康みつ２１公園 岡山市北区御津伊田 

  附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，別表第２第１項の表に次のように加える

改正規定，別表第５第１２項の表に次のように加える改正規定及び別表第７に次のように

加える改正規定は，平成２９年７月１日から施行する。 

 

 



提案理由 

 健康みつ２１公園を設置する等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 ８ ６ 号 議 案 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例 

岡山市児童遊園地条例（昭和４８年市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１三幡遊園地の項中「三幡遊園地」を「三蟠遊園地」に改め，同表惣瓜遊園地の

項中「惣瓜遊園地」を「惣爪遊園地」に，「北区惣瓜」を「北区惣爪」に改め，同表惣瓜

第２遊園地の項中「惣瓜第２遊園地」を「惣爪第２遊園地」に，「北区惣瓜」を「北区惣

爪」に改め，同表に次のように加える。 

広谷第８遊園地 岡山市東区広谷 

西大寺松崎第５遊園地 岡山市東区西大寺松崎 

瀬戸下第５遊園地 岡山市東区瀬戸町下 

湊第７遊園地 岡山市中区湊 

西大寺東一丁目遊園地 岡山市東区西大寺東一丁目 

乙多見第９遊園地 岡山市中区乙多見 

乙多見第１０遊園地 岡山市中区乙多見 

古都宿第２遊園地 岡山市東区古都宿 

長岡第３遊園地 岡山市中区長岡 

藤崎第８遊園地 岡山市中区藤崎 

万成西町第４遊園地 岡山市北区万成西町 

津高４号遊園地 岡山市北区津高 

横井上第８遊園地 岡山市北区横井上 



横井上第９遊園地 岡山市北区横井上 

松新町第１５遊園地 岡山市東区松新町 

米倉第３遊園地 岡山市南区米倉 

  附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 広谷第８遊園地ほか１５遊園地を設置する等のため，本条例の一部を改正しようとする

ものである。 



甲 第 ８ ７ 号 議 案 

   岡山市立図書館条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市立図書館条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年 ６ 月 ８ 日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市立図書館条例の一部を改正する条例 

 岡山市立図書館条例（昭和５８年市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第８条を第１２条とする。 

第７条中「使用者」を「指定管理者又は使用者」に改め，同条を第１１条とする。 

第６条を第９条とし，同条の次に次の１条を加える。 

（原状回復義務） 

第１０条 指定管理者は，その指定の期間が満了したとき又は指定を取り消され，若しく

は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは，その管理しなくなった施

設等を直ちに原状に復さなければならない。 

第５条を第８条とし，第２条から第４条までを３条ずつ繰り下げる。 

第１条の次に次の３条を加える。 

（指定管理者による管理等） 

第２条 図書館の管理に関する業務のうち，次に掲げるものについては，地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により，岡山市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせる

ことができる。 

(1) 図書館の施設及び設備（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。 

(2) その他図書館の管理上教育委員会が必要と認める業務 

 （指定管理者の指定） 



第３条 図書館の指定管理者の指定を受けようとするものは，図書館の事業計画に関する

書類その他教育委員会規則で定める書類を添えて，教育委員会に申請しなければならな

い。 

２ 教育委員会は，前項の規定による申請があったときは，次の各号のいずれにも該当す

るもののうちから指定管理者の候補者を選定し，議会の議決を経て指定管理者を指定し

なければならない。 

(1) その事業計画による図書館の駐車場の管理が住民の平等利用を確保することができ

るものであること。 

(2) その事業計画の内容が，図書館の効用を最大限に発揮させるとともに，その管理に

係る経費の縮減が図られるものであること。 

(3) その事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

(4) その他教育委員会が必要と認める事項 

３ 教育委員会は，指定管理者の指定をしたとき若しくはその指定を取り消したとき又は

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは，遅滞なくその旨を公告しなけれ

ばならない。 

 （事業報告書の作成及び提出） 

第４条 指定管理者は，毎年度終了後速やかに，次の事項を記載した事業報告書を作成し，

教育委員会に提出しなければならない。年度の途中において指定を取り消されたときも，

同様とする。 

(1) 図書館の施設等管理業務の実施状況 

(2) 図書館の駐車場の利用状況 

(3) 図書館の駐車場使用料の収入の実績 

(4) 図書館の施設等管理に係る経費の収支状況 

(5) その他教育委員会規則で定める事項 

別表中「第４条」を「第７条」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 



 

提案理由 

 岡山市立中央図書館について，指定管理者の指定を行うに当たり，必要な事項を定める

ため,本条例の一部を改正しようとするものである。 


